
●性犯罪防止のための規制強化
　不同意性交等罪の新設など、刑法
および刑事訴訟法の性犯罪に関する
規定の変更に伴い、関係政令が整備
されています。
（令和５・７・５政令第235号＝刑法
及び刑事訴訟法の一部を改正する法
律の施行に伴う関係政令の整備に関
する政令　ほか）
●障害者雇用支援の事業者助成
　コンサルタント会社や就労移行支
援事業所など、障害者雇用を支援す
る事業者を対象とする「障害者雇用
相談援助助成金」が新設されます。
（令和５・７・７厚生労働省令第94
号＝障害者の雇用の促進等に関する
法律施行規則の一部を改正する省
令）
●先端研究を育てる
　量子科学技術研究開発機構により

設置される放射光施設の共用を促進
し、科学技術に関する研究等の基盤
の強化等を図るための法改正に伴
い、関係政令が整備されています。
（令和５・７・14政令第241号＝特定
先端大型研究施設の共用の促進に関
する法律の一部を改正する法律の施
行に伴う関係政令の整理に関する政
令）
●民泊運営の規制緩和
　民泊を運営するための「住宅宿泊
管理業者」の登録を受けるには、不
動産関連資格や２年以上の実務経験
等の要件を満たす必要がありました
が、新たに、所定の登録実務講習の
受講修了者が認められることになり
ました。
（令和５・７・19国土交通省令第57
号＝国土交通省関係住宅宿泊事業法
施行規則の一部を改正する省令）

●地方公共交通の維持
　地域公共交通ネットワークへの
「リ・デザイン」（再構築）を進める
ことを目的とする地域公共交通活性
化再生法の改正に伴い、関連政令が
整備されています。
（令和５・７・21政令第246号＝地域
公共交通の活性化及び再生に関する
法律等の一部を改正する法律の施行
に伴う関係政令の整備に関する政
令）
●技能実習の移行対象職種拡大
　アルミニウム圧延・押出製品製造
職種が外国人技能実習の移行対象職
種に追加されました。
（令和５・７・24法務省・厚生労働
省令第３号＝外国人の技能実習の適
正な実施及び技能実習生の保護に関
する法律施行規則の一部を改正する
省令）
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　政府は子どもからお年寄りまで、
すべての世代で広く安心を支えてい
く「全世代型社会保障」の構築を目
指し、そのための法整備を進めてい
ます。
　５月19日に公布された「全世代対
応型の持続可能な社会保障制度を構
築するための健康保険法等の一部を
改正する法律」では、産前産後期間
における国民健康保険料（税）を免
除し、その免除相当額を国・都道府
県・市町村で負担することが定めら
れました。
　この改正を受けて、関連政令が整
備されています。

産前産後期間の国民健康保険料を
免除するための政令を整備

令和５年７月31日
までの公布分

令和５・７・20政令第243号＝全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係
政令の整備に関する政令

とされました。
　これにより、国民健康保険に加入
する自営業者やフリーランスの女性
が出産する際でも、産前産後期間の
計４か月分にわたる国民健康保険料
（税）が免除されることになります。
　この改正により生じる免除相当額
については、国と都道府県、市町村
でそれぞれ応分を負担することとさ
れており、国民健康保険の国庫負担
金等の算定に関する政令や地方税法
施行令など関係政令も改められてい
ます。
　本改正は令和６年１月１日から施
行されます。� ●▲

●産前産後４か月の保険料を免除
　世帯に出産する予定の国民健康保
険の被保険者または出産した被保険
者（出産被保険者）がいる場合に、
当該世帯の世帯主に対して賦課され
る国民健康保険料の所得割額および
被保険者均等割額が減額されること
とされました。
　減額する額は、出産被保険者の出
産の予定日（厚生労働省令で定める
場合には、出産の日）の属する月
（出産予定月）の前月（多胎妊娠の
場合には３か月前）から出産予定月
の翌々月までの期間に係る所得割額
および被保険者均等割額とすること


